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(百万円未満切捨て)

1．2026年3月期の連結業績(2025年4月1日～2026年3月31日)

(1)連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年3月期 50,309 △0.3 3,427 18.2 3,704 19.4 2,537 16.0

2025年3月期 50,452 8.5 2,898 8.7 3,102 3.8 2,188 6.8

(注)包括利益 2026年3月期 4,059百万円 ( 63.8％) 2025年3月期 2,478百万円 ( △41.5％)

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2026年3月期 388.74 － 7.9 6.7 6.8

2025年3月期 335.26 － 7.5 6.2 5.7

(参考)持分法投資損益 2026年3月期 4百万円 2025年3月期 1百万円

(2)連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年3月期 59,770 33,793 56.5 5,176.32

2025年3月期 51,106 30,256 59.2 4,634.46

(参考)自己資本 2026年3月期 33,793百万円 2025年3月期 30,256百万円

(3)連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2026年3月期 5,625 △12,113 2,719 4,802

2025年3月期 3,804 △2,825 △1,260 8,578

2．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2025年3月期 － － － 80.00 80.00 522 23.9 1.8

2026年3月期 － － － 100.00 100.00 652 25.7 2.0

2027年3月期(予想) － － － 140.00 140.00 －

(注)2027年3月期期末配当金の内訳 普通配当110円00銭 特別配当30円00銭

3．2027年3月期の連結業績予想(2026年4月1日～2027年3月31日)

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 25,500 0.4 1,800 △2.7 1,880 △6.3 2,200 61.1 336.98

通期 51,000 1.4 3,500 2.1 3,600 △2.8 3,400 34.0 520.79



※ 注記事項

(1)期中における連結範囲の重要な変更 ： 無

(2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(3)発行済株式数(普通株式)

① 期末発行済株式数(自己株式を含む) 2026年3月期 6,536,445株 2025年3月期 6,536,445株

② 期末自己株式数 2026年3月期 7,907株 2025年3月期 7,809株

③ 期中平均株式数 2026年3月期 6,528,564株 2025年3月期 6,528,736株

※決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報から得られた判断に基づき作成されたものであり、実際の業績はこれらの予想数値と異なる

場合があります。業績予想に関する事項につきましては、【添付資料】Ｐ４「１．（４）今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善を背景に緩やかな回復基調で推移

したものの、物価高騰に伴う個人消費の下押し圧力が継続いたしました。特に期末以降、中東情勢

の緊迫化に起因する燃料価格の変動や、国際物流における航路変更の常態化、運賃動向の不透明感

が急速に高まっており、サプライチェーンの分断懸念が強まっております。これらに加え、米国の

通商政策を巡る不確実性や金融資本市場の変動も重なり、景気の下振れリスクを含め、先行きは依

然として予断を許さない状況が続いています。

このような環境の中、当社グループにおいては、お客様のニーズに対応した高品質な物流サービ

スの提供と生産性の向上を通じて、事業基盤の強化に努めてまいりました。国内物流事業では、施

設の拡充・高度化を通じて取扱拡大を推進しました。国際物流事業では、物流業務の高度化と効率

化を支援する顧客とのコミュニケーションツールの提供を通じた取扱拡大に注力するとともに、輸

出車両についても積極的な集荷活動を推進いたしました。これらの取り組みの結果、国内物流事業

は、倉庫保管・荷役、自動車運送の取扱いが増加したことにより増収増益となりました。一方、国

際物流事業は、航空貨物の取扱いが減少したほか、海上運賃の下落により減収減益となりました。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は503億９百万円（前期比１億４千２百万円の減収、0.3％

減）、営業利益は34億２千７百万円（前期比５億２千８百万円の増益、18.2％増）、経常利益は37

億４百万円（前期比６億２百万円の増益、19.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は25億３

千７百万円（前期比３億４千９百万円の増益、16.0％増）となりました。

当社グループのセグメント別の業績は、次のとおりであります。

セグメント別事業内容および売上高

セグメント 主要な事業内容
当 期
(百万円)

前 期
(百万円)

前期比増減

金額(百万円) 比率 (％)

国内物流事業
倉庫保管、倉庫荷役、流通加工、
陸上運送

28,946 28,475 470 1.7

国際物流事業
国際運送取扱、航空運送取扱、通
関、港湾作業

22,391 22,926 △535 △2.3

セグメント間
内部売上高

△1,028 △950 △78 －

合 計 50,309 50,452 △142 △0.3

国内物流事業

国内物流事業におきましては、倉庫業は保管・入出庫の取扱いが増加し、売上高は94億９千万円

（前期比8.3％増）となりました。一方、流通加工業は取扱個数が増加したものの、出荷件数の減

少により、売上高は68億９千３百万円（前期比0.7％減）となりました。陸上運送業は配送の取扱

量が減少したことにより、売上高は113億３千万円（前期比2.6％減）となりました。

以上の結果、国内物流事業の売上高は289億４千６百万円（前期比４億７千万円の増収、1.7％

増）、営業利益は34億８千８百万円（前期比５億１千３百万円の増益、17.3％増）となりました。

国際物流事業

国際物流事業におきましては、国際運送取扱業は複合一貫輸送、輸出車両の海上輸送、プロジェ

クト貨物の取扱いが増加したものの、期中に海上運賃が下落したこと、航空運送取扱業は運賃単価

の高い北米向け危険物の取扱いが減少したこと等によりそれぞれ減収となり、合計の売上高は203

億４千９百万円（前期比3.5％減）となりました。一方、港湾作業は船内荷役の取扱い増加と期中

での荷役料金の改定により、売上高は20億４千１百万円（前期比10.8％増）となりました。

以上の結果、国際物流事業の売上高は223億９千１百万円（前期比５億３千５百万円の減収、2.3

％減）、営業利益は16億円（前期比３千７百万円の減益、2.3％減）となりました。
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（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末と比較して86億６千３百万円増加し

597億７千万円となりました。この要因は、主に不動産取得に伴い現金及び預金が減少したことに

より流動資産が49億１千万円減少し、固定資産が135億７千７百万円増加したことによるものであ

ります。

一方、負債合計は、前連結会計年度末と比較して51億２千６百万円増加し259億７千６百万円と

なりました。この要因は、主に不動産取得に伴う借入金を計上したことによるものであります。

純資産合計は、利益剰余金の増加及びその他の包括利益累計額の増加により、前連結会計年度末

と比較して35億３千７百万円増加し337億９千３百万円となりました。

借入金の増加により、自己資本比率は、前連結会計年度末の59.2％から56.5％へ低下し、借入金

依存度は、前連結会計年度末の15.2％から18.9％へ上昇しました。

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

自己資本比率（％） 55.0 57.0 59.2 56.5

借入金依存度（％） 20.3 16.8 15.2 18.9

(注) 自己資本比率：自己資本／総資産

借入金依存度：借入金残高（社債含む）／総資産

各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度における連結キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが56億

２千５百万円の収入、投資活動によるキャッシュ・フローが121億１千３百万円の支出、財務活動

によるキャッシュ・フローが27億１千９百万円の収入となり、これらに現金及び現金同等物に係る

換算差額（８百万円の減少）を加え、全体では37億７千６百万円の減少となり、現金及び現金同等

物の期末残高は、48億２百万円となりました。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益36

億４千４百万円、減価償却費による資金留保18億９千６百万円等がありましたが、法人税等の

支払による支出11億９百万円等により、56億２千５百万円の収入となりました。

前期（38億４百万円の収入）との比較では、18億２千万円の収入の増加となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、不動産取得を含む固定資産

の取得127億８千３百万円が要因となり、全体では121億１千３百万円の支出となりました。

前期（28億２千５百万円の支出）との比較では、92億８千８百万円の支出の増加となりまし

た。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、既存借入金の返済、社債の

償還及び配当金の支払等がありましたが、不動産取得に伴う長期借入金の収入等により、27億

１千９百万円の収入となりました。

前期（12億６千万円の支出）との比較では、39億８千万円の収入の増加となりました。
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④ キャッシュ・フロー関連指標の推移

2023年３月期 2024年３月期 2025年３月期 2026年３月期

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（倍） 1.7 2.0 1.7 1.8

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 75.0 60.8 58.0 70.9

(注) キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており

ます。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象とし

ております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息支払額を使用しております。

（４）今後の見通し

今後の景気動向につきましては、地政学的緊張に伴うエネルギー供給網の不安定化や資源価格の

高騰、米国の政策動向など、先行きは不透明で予断を許さない状況にあります。物流業界において

は、国際面は中東情勢悪化によるサプライチェーンの混乱が生じており、国内面ではトラックドラ

イバーを中心とした慢性的な労働力不足への対応など、当社グループの業績にも影響を及ぼすこと

が懸念されます。

このような中、引き続き新規顧客の獲得と安定的な貨物取扱いの確保に努めるほか、グローバ

ル拠点の拡充、成長市場であるＥＣ物流の強化、およびＤＸの推進によるサービス領域の拡大を

推し進めることにより、強固な事業基盤の構築に努めてまいります。

２０２６年度につきましては、下記のとおりの基本方針および事業戦略のもと、事業活動を推進

してまいります。

（基本方針）

① 国内物流事業の収益力向上

② 海外・国際物流事業の拡大と基盤強化

③ グループ経営の基盤強化

（主な事業戦略）

① 高機能物流への取組みによる収益力向上

・国内施設の拡充・高度化を通じて付加価値の高い医療医薬・食品・アパレル分野の取扱拡大

を図り、収益向上を目指します。

・ＡＩ・ロボティクス導入による高付加価値物流を提供し、省人化と業務効率化を図ります。
・物流拠点の見直し・拡充による配送の効率化および、積載率の向上に取り組みます（神奈川

県厚木地区に新規拠点を開設予定）。

② 海外・国際物流事業の拡大と基盤強化

・グローバルに展開する代理店との更なる連携強化で、国際物流事業の拡大します。

・今後も成長が見込まれるアジア地域において、新たな拠点進出と戦略的な事業提携も視野に

入れ、事業拡大を推進してまいります。

・現地法人においては、高機能な物流センター運営と国内外輸送の提供を通じて事業基盤の強

化を図ります。

・国際物流におけるＤＸ（国際物流一元管理システム）導入によるサービス強化により、現地

法人にも繋がる新規取扱いの拡大を図り、グループ全体の収益向上を目指します。

③ グループ経営の基盤強化

・中長期的な成長の源泉となる人的資本の最大化に向け、多様なキャリアパスや挑戦を後押し

する人事諸制度の見直しを行うとともに、海外トレーニー制度や現場での多様な実務経験を

通じた「実践型育成」に重点投資を行います。社員一人ひとりの自律的な挑戦を支援し、エ

ンゲージメントを高めることで、グローバルな視座を持ち次世代を担う若手人財を早期に輩

出する組織を目指します。

・健全な財務バランスを維持しつつ、持続的成長に不可欠な戦略投資を機動的に行える体制を
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整えることで、資本コストを意識した経営を徹底し、グループ全体の企業価値向上に取り組

みます。

・リスク管理、コンプライアンスの徹底、ガバナンスの強化に焦点を置き、経営基盤を強化し

ます。

・徹底的なコスト管理、働き方改革についてＤＸの活用により、効率的な労働環境の実現に取

り組みます。

・モーダルシフトや共同配送の推進、再生可能エネルギーの導入などを通じて、環境負荷を低

減し、持続可能な社会の実現に貢献します。

２０２６年度の連結業績の見通しにつきましては、売上高５１０億円、営業利益３５億円、経常

利益３６億円、親会社株主に帰属する当期純利益３４億円を見込んでおります。

なお、現時点において、中東情勢による業績への影響が不透明であるため、２０２７年３月期の

連結業績予想には当該影響を織り込んでおりません。今後、業績予想の修正の必要性が生じた場合

には、速やかに開示いたします。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

① 利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題として位置づけており、将来における

企業の成長と経営環境の変化に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、安定的に配当を行

うことを基本方針としております。

② 当期の剰余金の配当

当期の剰余金の配当につきましては、１株につき１００円の配当とさせていただく予定であり

ます。

③ 次期の剰余金の配当

次期の剰余金の配当につきましては、業績見通し等を勘案し、１株につき１４０円（普通配当

１１０円、特別配当３０円）の配当とし、増配を予定しております。
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２．企業集団の状況

当社グループは、当社および連結子会社１４社、関連会社１社により構成されており、当社を中心

に各社が相互に連携して国内物流事業、国際物流事業およびこれらに付帯する業務を行っており、連

結子会社および関連会社の多くは、当社の物流事業に関連する実作業・実運送を担当しております。

当社グループの物流事業の系統図は、次のとおりであります。

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは日本基準により連結財務諸表を作成しております。なお、国際会計基準の適用につ

きましては、国内外の諸情勢を踏まえ、検討を進めていく方針であります。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,461 4,859

受取手形及び営業未収金 4,504 4,363

電子記録債権 383 236

その他 1,471 1,451

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 15,817 10,906

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2 54,663 ※2 58,822

減価償却累計額 △38,479 △39,726

建物及び構築物（純額） 16,183 19,095

機械装置及び運搬具 3,080 3,039

減価償却累計額 △2,708 △2,772

機械装置及び運搬具（純額） 372 266

工具、器具及び備品 2,295 2,346

減価償却累計額 △1,967 △2,046

工具、器具及び備品（純額） 328 300

土地 ※2 6,809 ※2 15,362

リース資産 1,527 1,685

減価償却累計額 △800 △866

リース資産（純額） 727 819

建設仮勘定 36 19

有形固定資産合計 24,457 35,864

無形固定資産

借地権 977 977

その他 262 246

無形固定資産合計 1,239 1,223

投資その他の資産

投資有価証券 ※1、※2 8,303 ※1、※2 10,625

繰延税金資産 187 184

その他 1,139 1,017

貸倒引当金 △45 △57

投資その他の資産合計 9,585 11,771

固定資産合計 35,282 48,859

繰延資産

社債発行費 7 4

繰延資産合計 7 4

資産合計 51,106 59,770
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

負債の部

流動負債

営業未払金 2,943 3,155

短期借入金 ※2 2,808 ※2 2,736

1年内償還予定の社債 240 160

リース債務 261 280

未払法人税等 640 687

その他 2,089 3,112

流動負債合計 8,982 10,131

固定負債

社債 280 120

長期借入金 ※2 4,450 ※2 8,305

リース債務 542 627

繰延税金負債 1,015 1,678

役員退職慰労引当金 1,137 1,214

退職給付に係る負債 2,253 2,209

長期前受金 966 －

資産除去債務 771 782

その他 449 906

固定負債合計 11,867 15,844

負債合計 20,850 25,976

純資産の部

株主資本

資本金 5,376 5,376

資本剰余金 4,415 4,415

利益剰余金 16,895 18,911

自己株式 △14 △15

株主資本合計 26,672 28,688

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,926 4,453

為替換算調整勘定 532 530

退職給付に係る調整累計額 125 121

その他の包括利益累計額合計 3,583 5,105

純資産合計 30,256 33,793

負債純資産合計 51,106 59,770



ケイヒン㈱(9312) 2026年３月期 決算短信

9

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

売上高 50,452 50,309

売上原価

作業費 32,672 31,607

人件費 5,667 5,925

賃借料 3,690 3,899

減価償却費 1,927 1,803

その他 1,411 1,460

売上原価合計 45,369 44,696

売上総利益 5,082 5,612

一般管理費 ※1 2,183 ※1 2,185

営業利益 2,898 3,427

営業外収益

受取利息 44 43

受取配当金 246 290

その他 65 52

営業外収益合計 355 386

営業外費用

支払利息 65 80

為替差損 69 9

その他 17 20

営業外費用合計 152 109

経常利益 3,102 3,704

特別利益

投資有価証券売却益 117 －

特別利益合計 117 －

特別損失

固定資産処分損 ※2 43 ※2 59

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 47 59

税金等調整前当期純利益 3,171 3,644

法人税、住民税及び事業税 1,072 1,153

法人税等調整額 △90 △46

法人税等合計 982 1,106

当期純利益 2,188 2,537

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 2,188 2,537
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

当期純利益 2,188 2,537

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △55 1,526

為替換算調整勘定 266 △1

退職給付に係る調整額 78 △3

その他の包括利益合計 ※1 290 ※1 1,521

包括利益 2,478 4,059

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 2,478 4,059

非支配株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,376 4,415 15,163 △14 24,941

当期変動額

剰余金の配当 △457 △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,188 2,188

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － － 1,731 △0 1,731

当期末残高 5,376 4,415 16,895 △14 26,672

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,981 265 46 3,293 28,235

当期変動額

剰余金の配当 － △457

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ 2,188

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△55 266 78 290 290

当期変動額合計 △55 266 78 290 2,021

当期末残高 2,926 532 125 3,583 30,256
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,376 4,415 16,895 △14 26,672

当期変動額

剰余金の配当 △522 △522

親会社株主に帰属す

る当期純利益
2,537 2,537

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－

当期変動額合計 － － 2,015 △0 2,015

当期末残高 5,376 4,415 18,911 △15 28,688

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券評

価差額金
為替換算調整勘定

退職給付に係る調

整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,926 532 125 3,583 30,256

当期変動額

剰余金の配当 － △522

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ 2,537

自己株式の取得 － △0

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

1,526 △1 △3 1,521 1,521

当期変動額合計 1,526 △1 △3 1,521 3,537

当期末残高 4,453 530 121 5,105 33,793
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,171 3,644

減価償却費 2,023 1,896

投資有価証券売却損益（△は益） △117 －

投資有価証券評価損益（△は益） 3 －

固定資産処分損益（△は益） 43 59

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 11

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △86 △40

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 75 76

受取利息及び受取配当金 △290 △333

支払利息 65 80

売上債権の増減額（△は増加） 15 288

仕入債務の増減額（△は減少） △208 211

その他 △298 580

小計 4,401 6,474

利息及び配当金の受取額 289 334

利息の支払額 △68 △77

法人税等の支払額 △823 △1,109

法人税等の還付額 5 3

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,804 5,625

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資有価証券の取得による支出 △129 △90

投資有価証券の売却による収入 249 －

定期預金の預入による支出 △746 △244

定期預金の払戻による収入 625 1,060

固定資産の取得による支出 △2,684 △12,783

固定資産の売却による収入 0 －

貸付けによる支出 △1 △41

貸付金の回収による収入 1 1

投融資による支出 △142 △19

投融資の回収による収入 3 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,825 △12,113

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △210 △153

リース債務の返済による支出 △265 △297

長期借入れによる収入 1,900 5,080

長期借入金の返済による支出 △1,286 △1,144

社債の償還による支出 △940 △240

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △458 △524

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,260 2,719

現金及び現金同等物に係る換算差額 139 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △141 △3,776

現金及び現金同等物の期首残高 8,719 8,578

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 8,578 ※1 4,802
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業外費用」の「社債発行費償却」は、金

額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しております。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」に表示していた「社債発

行費償却」７百万円、「その他」10百万円は、「その他」17百万円として組替えております。
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 14社

なお、名称は「２．企業集団の状況」に記載しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称等

ケイヒン マルチトランス（シャンハイ）カンパニー リミテッド ほか1社

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合

う額)および利益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためであります。

２ 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社数 1社

なお、名称は「２．企業集団の状況」に記載しております。

(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

ケイヒン マルチトランス（シャンハイ）カンパニー リミテッド

ケイヒン マルチトランス（ベトナム）カンパニー リミテッド

エヴェレット (インディア) プライベート リミテッド

(持分法を適用しない理由)

持分法を適用していない会社は、それぞれ当期純損益(持分に見合う額)および利益剰余金(持分

に見合う額)等からみて、持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。

(3) 持分法適用会社の決算日は、2025年12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっては、同

決算日の財務諸表を使用しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

決算日が連結決算日と異なる連結子会社の数 4社

ケイヒン マルチトランス（シンガポール）プライベート リミテッド

ケイヒン マルチトランス（ホンコン）リミテッド

ケイヒン エヴェレット フォワーディング カンパニー インク

エヴェレット スティームシップ コーポレーション

上記連結子会社の決算日は、いずれも2025年12月31日であります。連結財務諸表の作成にあたっ

ては、同決算日の財務諸表を使用しております。ただし、2026年１月１日から2026年３月31日まで

の期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しており

ます。)

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

ロ デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

時価法

ハ 棚卸資産

貯蔵品

先入先出法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

ａ 建物及び構築物および工具・器具及び備品のうちコンピュータ機器

定額法

ｂ 上記以外の有形固定資産

主に定率法

また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了した翌

年から５年間で均等償却する方法によっております。

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

ａ ソフトウエア

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法

ｂ 上記以外の無形固定資産

定額法

ハ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な繰延資産の処理方法

社債発行費

社債の償還までの期間にわたり定額法により償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

ロ 役員退職慰労引当金

当社および主要な連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結

会計年度末要支給額を計上しております。
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(5) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当社は当連結会計年度末における退職

給付債務に基づき、当連結会計年度末において発生している額を計上しております。また、国内連

結子会社は簡便法により期末要支給額の100％を計上しております。

イ 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、期間定額基準によっております。

ロ 数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、

翌連結会計年度から費用処理することとしております。

ハ 過去勤務費用の処理方法

過去勤務費用は従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により、費

用処理することとしております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、以下の５ステップアプローチに基づき収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時点で（又は充足するにつれて）収益を認識する。

当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点は以下のとおりです。

①国内物流事業

国内物流に関わる様々なサービスを顧客へ提供しており、そのうち倉庫保管、倉庫荷役、流通

加工業は、一時点で充足する履行義務であると判断し、作業完了時に収益を認識しております。

他方、陸上運送業については、一定期間にわたって充足する履行義務であると判断し、運送期間

に応じた進捗把握に基づき収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足してか

ら主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。

②国際物流事業

国際物流に関わる様々なサービスを顧客へ提供しており、そのうち海貨・通関業務、港湾作業

は一時点で充足する履行義務であると判断し、作業完了時に収益を認識しております。他方、海

上運送業・航空運送業については、一定期間にわたって充足する履行義務であると判断し、運送

期間に応じた進捗把握に基づき収益を認識しております。なお、取引の対価は履行義務を充足し

てから主として１年以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

イ ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約

については振当処理によっており、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特

例処理によっております。

ロ ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

ハ ヘッジ方針

為替変動リスクを回避する目的で個別取引ごとに為替予約を行っており、借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップを実需の範囲内で利用しております。なお、投機目的のた

めのデリバティブ取引は行わない方針であります。

ニ ヘッジ有効性評価の方法

デリバティブ取引の実行にあたり、ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件がほぼ一致し

ており、ヘッジ開始時及びその後も継続して相場変動等を相殺することができることを確認し

ております。

また、振当処理によっている為替予約及び特例処理によっている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しております。

(8) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない、

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(9) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

資産に係る控除対象外消費税等は発生連結会計年度の期間費用として処理しております。
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(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社および関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

投資有価証券(株式) 148百万円 149百万円

※２ 担保資産および担保に係る債務

担保に供している資産および担保に係る債務は次のとおりであります。

担保に供している資産

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

建物及び構築物 8,582百万円 （ 3,903百万円) 8,613百万円 （ 3,684百万円)

土地 6,456 （ 4,347 ) 6,456 （ 4,347 )

投資有価証券 107 （ － ) 151 （ － )

合計 15,146 （ 8,250 ) 15,221 （ 8,031 )

担保に係る債務

前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

１年内返済予定の長期借入金 1,081百万円 （ －百万円) 1,164百万円 （ －百万円)

長期借入金 4,393 （ － ) 3,762 （ － )

合計 5,474 （ － ) 4,926 （ － )

上記のうち(内書)は工場財団抵当、港湾運送事業財団抵当ならびに当該債務を示しております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 一般管理費のうち、主要な費目および金額は次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

役員報酬 447百万円 473百万円

給与手当 378 351

役員退職慰労引当金繰入額 75 76

退職給付費用 15 16

※２ 固定資産処分損の内容は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

建物及び構築物 41百万円 39百万円

機械装置及び運搬具 0 19

ソフトウェア 1 0

工具、器具及び備品 0 0

計 43 59

(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

その他有価証券評価差額金

当期発生額 129百万円 2,241百万円

組替調整額 △113 －

税効果調整前 15 2,241

税効果額 △70 △714

その他有価証券評価差額金 △55 1,526

為替換算調整勘定

当期発生額 266百万円 △1百万円

退職給付に係る調整額

当期発生額 109百万円 3百万円

組替調整額 5 △7

税効果調整前 115 △4

税効果額 △36 1

退職給付に係る調整額 78 △3

その他の包括利益合計 290百万円 1,521百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,536,445 － － 6,536,445

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,587 222 － 7,809

(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 222株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2024年5月20日

取締役会
普通株式 457 70.00 2024年3月31日 2024年6月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2025年5月20日

取締役会
普通株式 利益剰余金 522 80.00 2025年3月31日 2025年6月30日

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,536,445 － － 6,536,445

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 7,809 98 － 7,907

(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取請求による増加 98株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

2025年5月20日

取締役会
普通株式 522 80.00 2025年3月31日 2025年6月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当金の原資
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2026年5月19日

取締役会（予定）
普通株式 利益剰余金 652 100.00 2026年3月31日 2026年6月29日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

現金及び預金 9,461百万円 4,859百万円

預入期間が３カ月を超える
定期預金

△882 △57

現金及び現金同等物 8,578 4,802

２ 重要な非資金取引の内容

重要な資産除去債務の計上額

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

重要な資産除去債務の計上額 27百万円 11百万円

(賃貸等不動産関係)

当社では、東京都港区その他の地域において、賃貸用の施設を有しております。

前連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は267百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は296百万円（賃貸収益は売上高に、

主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額および期中増減額ならびに連結決算日における

時価および当該時価の算定方法は以下のとおりであります。
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 2,556 2,556

期中増減額 0 11,738

期末残高 2,556 14,295

期末時価 3,241 14,908

(注) １．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の主な増加は賃貸用倉庫等の改修72百万円であり、主な減少は減価償却

費75百万円であります。当連結会計年度の主な増加は不動産取得11,826百万円であり、主な減少は減価償却

費94百万円であります。

３．時価の算定方法

期末時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。
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(セグメント情報等)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報

が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定

期的に検討を行なう対象となっているものです。

当社グループは倉庫、流通加工、陸上運送、国際運送、航空運送、港湾作業等からなる

物流事業を展開しており、サービス別にセグメントを設定し、倉庫、流通加工、陸上運送

等を「国内物流事業」とし、国際運送、航空運送、港湾作業を「国際物流事業」としてお

ります。

２．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されております事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は営

業利益ベースの数値であり、セグメント間の内部売上高は市場実勢価格に基づいておりま

す。

３．報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 2024年４月１日 至 2025年３月31日）
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)1

合計
(注)2

国内物流事業 国際物流事業 計

売上高

外部顧客への売上高 27,641 22,810 50,452 － 50,452

セグメント間の内部
売上高又は振替高

833 116 950 △950 －

計 28,475 22,926 51,402 △950 50,452

セグメント利益 2,975 1,638 4,613 △1,714 2,898

セグメント資産 28,631 10,522 39,154 11,952 51,106

その他の項目

減価償却費 1,871 101 1,973 49 2,023

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,749 168 2,917 14 2,932

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,714百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費

用△1,716百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理

費用であります。

(2) セグメント資産の調整額11,952百万円には、セグメント間取引消去△1,380百万円、全社部

門に対する債権の相殺消去△61百万円、各報告セグメントに配分していない全社資産13,394

百万円が含まれております。

(3) 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額14百万円には、各セグメントに配分し

ていない全社部門の建物の設備投資額等が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
(単位：百万円)

報告セグメント
調整額
(注)1

合計
(注)2

国内物流事業 国際物流事業 計

売上高

外部顧客への売上高 28,052 22,257 50,309 － 50,309

セグメント間の内部
売上高又は振替高

894 134 1,028 △1,028 －

計 28,946 22,391 51,338 △1,028 50,309

セグメント利益 3,488 1,600 5,089 △1,662 3,427

セグメント資産 41,185 8,038 49,223 10,546 59,770

その他の項目

減価償却費 1,739 103 1,843 53 1,896

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

13,195 129 13,324 3 13,327

(注) １ 調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△1,662百万円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費

用△1,656百万円であります。全社費用は、主として報告セグメントに帰属しない一般管理

費用であります。

(2) セグメント資産の調整額10,546百万円には、セグメント間取引消去△4,276百万円、全社部

門に対する債権の相殺消去△46百万円、各報告セグメントに配分していない全社資産14,869

百万円が含まれております。

(3) 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額３百万円には、各セグメントに配分し

ていない全社部門の建物の設備投資額等が含まれております。

２ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(関連情報)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の売上高が、連結会社の売上高の合計に占める割合が90％を超えるため、地域に関する

情報の記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略し

ております。
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当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の売上高が、連結会社の売上高の合計に占める割合が90％を超えるため、地域に関する

情報の記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超

えるため、記載を省略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の10％未満であるため、記載を省略し

ております。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

前連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2025年４月１日 至 2026年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり純資産額 4,634.46円 5,176.32円

１株当たり当期純利益 335.26円 388.74円

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自 2024年４月１日
至 2025年３月31日)

当連結会計年度
(自 2025年４月１日
至 2026年３月31日)

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 2,188 2,537

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(百万円)

2,188 2,537

普通株式の期中平均株式数(株) 6,528,736 6,528,564

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当連結会計年度
(2026年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 30,256 33,793

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円)

(うち新株予約権) － －

(うち非支配株主持分) － －

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 30,256 33,793

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式
の数(株)

6,528,636 6,528,538

(重要な後発事象)

（移転補償金の受領）

当社は、横浜市が推進する山下ふ頭再開発事業に伴い、当社山下埠頭流通センター（神奈川県

横浜市中区）の移転を進めてまいりましたが、2026年４月30日付けで移転が完了いたしました。

また、当該移転に際し、物件移転補償金917百万円を受領いたします。

当該事象により、2027年３月期の連結損益計算書において、過年度に受領済みの物件移転補償

金等を含む1,884百万円を特別利益に計上いたします。また同センターの閉鎖・解体による解体費

用385百万円を特別損失に計上いたします。


